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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

 日銀の金融政策決定会合で、物価上昇率２％目標の達成

時期について、これまで「２０１９年度ごろ」としてきた

ものを削除する決定をした。２０１３年４月に黒田総裁が

就任して以来、物価２％上昇を目指して大規模な金融緩和

を行ない、この間、達成時期について６回先送り変更して

きた。今回の物価目標達成時期を削除した背景には、２０

１９、２０年度の物価上昇率見通しが１．８％にとどまる

結果となり、達成が困難視されることが挙げられている。 

 

 

 

 

 読売新聞社が行った全国世論調査の結果によると、衆院

で審議入りした民法改正案に盛り込まれている「成人年齢

を１８歳に引き下げる」ことに対し、５６％の人が「反対」

と答えていることが分かった。「賛成」は４２％で反対を１

０％以上下回っている。年代別でみても、全ての年代で「反

対」が５０％を超えているとともに、２０１６年に同社が

２０歳以上を対象にした調査で、「賛成」が４５％、「反対」

が５４％と、今回調査と同程度の賛否となっており、同社

では「国民的理解が深まっていない」と指摘している。 

 

 

 

 

１９６３年に起きたジョン・Ｆ・ケネディ大統領の暗殺

に関する機密文書の全面公開について、トランプ米大統領

は先送りする決定を行い、２０２１年１１月までに改めて

公開の是非について検討をするように関係省庁に指示をし

た。全面公開の判断について延期した理由について、「国家

の安全や外交を守るために必要である」との認識を発表し

ている。トランプ大統領は昨年１０月に多くの機密文書の

公開を許可したものの、情報源や外国政府に関する機密が

含まれていることを理由に一部文書について非公開を維持

してきている。 

 

 

 

 

国土交通省の集計によると、２０１３年に改正された耐

震改修促進法に基づき耐震診断が義務化されたデパートや

病院などの大規模施設の１６％にあたる約１７００棟が震

度６以上の地震で倒壊する恐れがあることが判明した。集

計結果によると、「倒壊の危険性が高い」大規模施設は約１

千棟（全体の９％）、「倒壊の危険性がある」のは約７００

棟（同７％）となっている。その他、本来、自治体に耐震

診断が義務付けられているにも関わらず、自治体に報告が

なかった大規模施設も約１００棟あった。 

 

 

 

経済産業省の発表によると、２０１７年のネット通販の

市場規模は前年比７．５％増の８兆６００８億円となり、

過去最大を更新したことが分かった。物販全体に占めるネ

ット通販の割合も過去最高の５．７９％に上った。ネット

通販で、スマートフォン経由の割合は３５％を占め、市場

規模も初めて３兆円を超えた。また、同省は、使用しなく

なった洋服等をインターネットで売買できる「フリーマー

ケットアプリ」を利用した市場規模が２０１７年に前年比

５８％増の４８３５億円となったと発表した。 

 

 

 

 

労働組合の日本介護クラブユニオンの調査によると、介

護現場で利用やその家族からセクハラを受けたとする職員

が２９％もあることが分かった。セクハラの内容では（複

数回答）、「不必要に個人的な接触を図る」（５１％）が最多

で、「性的冗談を繰り返す」（４７％）、「胸や腰などをじっ

と見る」（２６％）が続いた。こうしたセクハラで「強いス

トレスを受けた」人が半数以上もあり、精神疾患になった

人も４％あった。セクハラを受けた職員は、女性が３２％、

男性が１２％となっている。 

 

 

 

 

 食品需給研究センターの調べによると、２０１７年の「パ

ックご飯」の生産量は約１８万９千トンとなり、２年連続

で過去最高を更新したことが分かった。パックご飯は電子

レンジで温めて食べられるという炊飯の手間が要らないた

め、単身世帯や高齢者を中心に支持を集め、需要が拡大し

ていることが背景にある。今後、こうした日常食としての

需要に加え、防災対応の非常食の需要も加わり、消費拡大

に向けてメーカーでの増産が続くとみられる。 

 

 

 

 

 日本冷凍食品協会の冷凍食品の利用実態調査によると、

冷凍食品を「月１回以上使う」人の割合は、前年比２ポイ

ント増加の８０％となり、初めて８割台に突入したことが

分かった。利用の頻度を尋ねたところ、「週２、３回」が最

多の３１％で、「週１回」（２５％）、「月２,３回」（２２％）

が続いた。ギョーザなどの冷凍食品の全２１品目で利用頻

度が品目を尋ねたところ（複数回答）、女性のトップは「冷

凍野菜」（３４％）で、男性も２２％と多く、昨年秋の長雨

や低温などの天候不順で生鮮野菜の価格が上昇したことで

利用が進んだとみられる。 

ネット通販の市場規模、過去最大に 

 

物価上昇率２％目標、達成時期を削除 

介護職の約３割がセクハラを経験 

ＪＦＫ文書の全面公開を延期 

「１８歳成人」に半数以上が反対 

パックご飯の生産量、２年連続過去最高に 

冷凍食品「月１回以上利用」は８割に 

１７００棟の大規模施設、地震倒壊の恐れ 


